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都市の低炭素化の促進に関する法律案について

Ⅰ．背景

社会経済活動その他の活動に伴って発生する二酸化炭素の相当部分が都市において発
生しているものであることに鑑み、都市の低炭素化を図るため、都市の低炭素化の促進
に関する基本的な方針の策定、市町村による低炭素まちづくり計画の作成及びこれに基
づく特別の措置並びに低炭素建築物の普及の促進のための措置を講ずる。

Ⅱ．概要

（１）都市の低炭素化の促進に関する基本方針の策定
国土交通大臣、環境大臣及び経済産業大臣は、都市の低炭素化の促進に関する基本的

な方針（以下「基本方針」という ）を定めなければならないこととする。。
（２）低炭素まちづくり計画に係る特別の措置

① 市町村は、単独で又は共同して、基本方針に基づき、市街化区域等のうち都市の低
炭素化の促進に関する施策を総合的に推進することが効果的であると認められる区域
について、低炭素まちづくり計画を作成することができることとする。

② 市町村は、低炭素まちづくり計画の作成に関する協議及び低炭素まちづくり計画の
実施に係る連絡調整を行うための協議会を組織することができることとする。

③ 低炭素まちづくり計画に基づき、以下の措置を講ずることとする。
ア 集約都市開発事業（病院、共同住宅その他の多数の者が利用する建築物の整備等

に関する事業であって都市機能の集約を図るための拠点の形成に資するもの）を市
町村長が認定する制度を創設し、所要の支援措置を講ずることとする。

イ 低炭素まちづくり計画に記載された駐車機能集約区域内において建築物の新築等
を行おうとする者に対し、条例で、集約駐車施設内に駐車施設を設けなければなら
ない旨等を定めることができることとする。

ウ 低炭素まちづくり計画に記載された鉄道利便増進事業等を実施しようとする者
は、当該事業を実施するための計画を作成し、これに基づき当該事業を実施するこ
ととするとともに、当該計画について国土交通大臣の認定を受けた場合には、鉄道

、 。事業法等による許可若しくは認可を受け 又は届出をしたものとみなすこととする
エ 市町村又は緑地管理機構は、低炭素まちづくり計画に記載された樹木保全推進区

域内の一定の樹木等の所有者等と樹木等管理協定を締結し、その管理を行うことが
できることとする。

オ 低炭素まちづくり計画に記載された下水熱利用のための設備を有する熱供給施設
の整備等に関する事業の実施主体は、公共下水道管理者等の許可を受けて、公共下
水道等の排水施設からの下水の取水等をすることができることとする。

カ その他所要の措置を講ずることとする。
（３）低炭素建築物新築等計画の認定制度の創設

市街化区域等内において、低炭素化のための建築物の新築等をしようとする者が作
成する低炭素建築物新築等計画を所管行政庁が認定する制度を創設し、所要の支援措
置を講ずることとする。

Ⅲ．閣議決定日

平成２４年２月２８日（火）
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